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募 集 要 領 
 
１ 概 要 
東京都立川市栄町一丁目６番地の１に所在する防衛省立川宿舎の附帯施設共

用棟（以下「共用棟」という。）において、地域への貢献を目的とした福祉サービスを
提供するため、通所介護（デイサービス）事業所の設置及び運営に当たる事業者を
以下に記載する諸条件に従い募集する。 

 
２ 公募参加資格 

  本事業に応募することができる者は、法人であり、かつ、以下の条件を全て満たすも

のとする。 

(1) 防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）又は同等の資格を有すること。 

(2) 現に、「介護保険法」(平成９年法律第１２３号)第４１条第１項に規定する指定居宅

サービス事業者又は同法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事

業者として指定され、かつ、事業運営の実績を有すること。 

(3) 同法第７７条、第７８条の１０等に基づく指定取消処分を受けていないこと（過去５年

間）。 

(4) 本事業の遂行上必要とされる関係法令及び規則等を遵守できること。 

(5) 本事業の全部又は一部を第三者に譲渡することなく、本事業の社会的役割及び事

業者としての使命を認識し、本事業の全てを自社の責任で適正に履行できること。 

また、業務の一部を委託する場合は、事前に東立川駐屯地業務隊の同意を得るこ

と。ただし、この場合にあっても、委託した事業内容の全てに対する責任を負わなけ

ればならない。 

(6) 法人としての財政状況、損益状況及び資金状況が良好であり、かつ、本事業の実

施を保証できる能力・体制を有すること。 

(7) 国有財産使用許可書の使用許可条件を全て遵守できること。 

(8) 本募集要領及び「仕様書」（別途配布）の記載事項を全て遵守できること。 

(9) 本事業に関する協定を締結し、その内容を全て遵守できること。 

(10) 次の「３ 公募への参加を認めない者」に該当しないこと。 

 

３ 公募への参加を認めない者 

 (1) 法人の役員等（法人の役員、支店・営業所の代表者及びその他経営に実質的に関

与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（「暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律」（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）で

ある者 

 (2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営等に協力又は関与している者 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを不当に利用する

などしている者 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(6) 暴力団若しくは暴力団員又は本項(2)から(5)までに定める者の依頼を受けて公募に

参加しようとする者 
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(7) 「予算決算及び会計令」（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に

該当する者 

(8) 契約担当官等から指名停止の措置を受け、当該措置の期間中にある者 

(9) 現に指名停止の措置を受けている者と資本関係又は人的関係にある者であって、

現に指名停止の措置を受けている者の利益を図る等の目的で防衛省と契約を締結し

ようとする者 

なお、「資本関係又は人的関係にある」とは、次に定める基準に該当する場合をい

う。 

ア 資本関係にある場合 

次の(ｱ)又は(ｲ)に該当する場合。ただし、(ｱ)については子会社（「会社法」（平

成１７年法律第８６号）第２条第３号及び「会社法施行規則」（平成１８年法務省令

第１２号）第３条に規定する子会社をいう。以下同じ。）が、また、(ｲ)については子

会社の一方が、「会社更生法」（平成１４年法律第１５４号）第２条第７項に規定する

更生会社（以下「更生会社」という。）又は「民事再生法」（平成１１年法律第２２５

号）第２条第４号に規定する再生手続（以下「再生手続」という。）が存続中の会社

である場合を除く。 

(ｱ) 親会社（「会社法」第２条第４号及び「会社法施行規則」第３条に規定する親会

社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合 

(ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係にある場合 

次の(ｱ)又は(ｲ)に該当する場合。ただし、(ｱ)については、更生会社又は再生手

続存続中の会社である場合は除く。 

(ｱ) 一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役、

理事、監事その他これらに準ずる者をいい、社外役員を除く。以下の号において

同じ。）が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

(ｲ) 一方の会社の役員が、他方の会社の「会社更生法」第６７条第１項又は「民事

再生法」第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

ウ ア及びイに掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一方

の会社による契約、国有財産の使用許可受け等が、他方の会社に係る指名停止等の

措置の効果を事実上減殺するなどア又はイに掲げる場合と同視され得る資本関係又

は人的関係があると認められる場合  

 
４ 公募概要（設置条件） 
(1) 設置根拠及び形態 

「国有財産法」(昭和２３年法律第７３号)第１８条第６項に基づく行政財産の使
用許可による通所介護事業所の設置及び運営 

(2) 設置場所 
所在地 東京都立川市栄町１－６－１ 
名  称 防衛省立川宿舎附帯施設共用棟 
数 量 ９３．５０㎡（建物）、駐車場２台分（工作物） 

(3) 設置業種 
通所介護事業（主に地域密着型通所介護） 
※ その他の地域密着型サービス事業、訪問介護等の居宅サービス事業及び
介護予防・日常生活支援総合事業を併せて運営することも可能。ただし、この
場合は、公募元の事前同意を必要とする。 

(4) 設置期間（国有財産使用許可期間） 
令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの間 
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※ 公募元及び防衛省所管国有財産部局長（北関東防衛局長）が必要と判断す
る場合は、設置期間を令和１９年３月３１日まで更新することができる。 

(5) 国有財産使用料 
防衛省所管国有財産部局（北関東防衛局）の算定による。  

(6) その他 
詳細は、別添「仕様書」のとおり。 

 
５ 公募への参加希望通知等 

(1) 通知期限 
令和８年８月２５日（火）午後５時００分まで 

(2) 通知内容 
ア 事業者名、法人の種類、所在地、業種、事業内容等 
イ 代表者の役職・氏名 
ウ 担当者の役職・氏名・連絡先 
エ 説明会参加予定者の役職・氏名・連絡先 

(3) 通知要領 
   本公募「公告」別紙様式「通所介護事業所公募への参加希望通知書」に必要
事項を記入し、上記期限までに11 問合せ先宛にメールにより通知 

(4) 公募説明会 
公募参加希望事業者に対する説明会については、別途連絡する。 
なお、当該説明会に参加しない事業者は、本公募への参加を認めない。 

 
６ 応募手続等 
(1) 申請書等の提出 

設置を希望する者は、以下のとおり、関係書類を示された要領で提出すること
（提出された書類は返却しない。）。 
なお、関係書類の不備又は応募資格を欠くと判断された場合は、企画提案書

の審査は行わず無効とする。 
  ア 提出書類 
    (ｱ) 申請書（別紙様式第１） １部 

(ｲ) 申請書添付書類    各１部 
公募に参加する者に必要な資格を確認するため、次の関係書類を併せて

提出すること。 
ａ 業務確約書 （別紙様式第２） 
ｂ 誓 約 書 （別紙様式第３） 
ｃ 役 員 名 簿 （別紙様式第４） 
ｄ 印鑑証明書 （発行後３か月以内のもの） 
ｅ 防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）の資格審査結果通知書の写し。 
ただし、有資格者のみ提出（当該資格審査結果通知書を提出する者は、

次のｆ、ｇ及びｈの書類提出を省略することができる。） 
ｆ 法人の登記簿謄本 （発行後３か月以内のもの） 
履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書 

ｇ 財務諸表 
直近の（申請日直前１年以内に確定した）営業報告書（事業報告書、決算

報告書、収支計算書等）、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算
書、利益処分計算書及び附属明細表 
ｈ 直近の法人税に関する次の納税証明書 （発行後３か月以内のもの） 
(a) 納税証明書「その２」（所得金額の証明） 
(b) 納税証明書「その３の３」（未納の税額がないことの証明） 
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ｉ 指定（更新）通知書の写し 
都道府県知事又は市町村長が発行した、居宅サービス又は地域密着型 

サービスを行う事業所及びサービス種別ごとの最新の「指定（更新）通知書」
の写しを提出 
なお、東京都又は立川市が発行した指定（更新）通知書を未取得の事業

者については、既に指定（更新）通知書を取得し、かつ、実際に運営している
事業所に係る通知書を提出すること。 
ｊ 居宅サービス事業又は地域密着型サービス事業の運営実績  
以下に掲げる事項について記述すること。 
なお、記述に当たっては、本事業所と同等規模で、かつ、本事業施設の最

も近くで運営する事業所に係る実績を記述すること。 
(a) 事業所名称 
(b) 所在地 
(c) 開所年月日 
(d) 平面図 
(e) 利用定員 
(ｆ) 職員数（管理者、生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員
等の内訳を記載） 

(g) 職員の平均勤続年数 
(h) 事業内容 
・ 提供しているサービスの種別 
・ サービス種別ごとの対象区域 
・ 前年度の月平均利用者数（総数及びサービス種別ごとの数）  

ｋ 事業所の評価に関する資料 
居宅サービス事業所については、現に提供しているサービスの質に係る自

己評価を記述し、外部評価を導入している事業所においては、その結果及び
改善状況について記述。また、地域密着型サービス事業所については、「指
定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 
１８年厚生労働省令第３４号）第３４条第１項に規定する運営推進会議による評
価を提出（添付）すること。 
なお、評価対象となる事業所については、本事業所と同等規模で、かつ、

本事業施設の最も近くで運営する事業所の評価を、事業所名を明記の上、
記述すること。 
ｌ 居宅サービス事業又は地域密着型サービス事業の運営において生起した
苦情等への対応 
以下に掲げる事項について記述すること。 
なお、記述に当たっては、本事業所と同等規模で、かつ、本事業施設の最

も近くで運営する事業所に係る苦情等の実績を、事業所名を明示の上、記
述すること。 
(a) 運営する事業所の利用者又はその家族等から、事業所に対してなされた
苦情等の件数、及びその苦情内容と対応状況について（令和７年４月１日
から本公募に応募するまでの間） 

(b) 運営する事業所の利用者又はその家族等から、市役所等自治体（高齢
福祉課、介護保険課窓口など）、老人介護支援センター、地域包括支援セ
ンター等に対し相談のあった苦情等の件数、及びその苦情内容と対応状
況の細部について（令和６年４月１日から本公募に応募するまでの間 

(c) 運営する事業所の利用者又はその家族等から、国民健康保険団体連合
会に対し申立てのあった苦情等の件数、及びその苦情内容と対応状況の
細部について（令和５年４月１日から本公募に応募するまでの間） 
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(ｳ) 営業経歴書（別紙様式第５）   １４部（正本１部・副本１３部） 
会社・法人の商号・名称、所在地、代表者役職・氏名、本社連絡先、主な営

業所、営業経歴、財政状況、従業員・営業所数、主な営業品目、営業年数等
が記載されたもの。これらの内容が記載されたパンフレット等の添付可 

(ｴ) 企画提案書（別紙様式第６）   １４部（正本１部・副本１３部） 
以下に掲げる事項について、必ず全て記述すること。 
なお、記述に当たっては、本事業所と同等規模で、かつ、本事業施設の最

も近くで運営する事業所に係る実績を、事業所名を明記の上、記述すること。 
ａ 介護理念、企業方針等 
ｂ 介護サービス等の事業内容 
ｃ 通所介護事業の運営要領 
ｄ 通所介護サービスの受入れ可能な要介護状態区分等 
ｅ 利用者家族への説明、連絡・連携要領及び苦情・相談対応 
ｆ 事業所の衛生管理及び介護従事者の安全確保のための措置 
ｇ 事業所等における感染症の予防及び処置・対策 
ｈ 勤務体制の確保 
ｉ 事業所の安全管理及び非常災害対策 
ｊ 地域との連携 

(ｵ) 企画提案書付属書類   １４部（正本１部・副本１３部） 
企画提案書に関する具体的な説明・補足資料（ただし、企画提案書を理解

する上で、必要と思われる場合に添付） 

イ 提出期限 

令和８年８月２８日（金）午後４時００分（必着） 

ウ 提出要領 

(ｱ) 提出書類の規格 
原則として日本産業規格Ａ列４番を使用し、Ａ列４番より大きな紙を用いる

場合は、Ａ列３番を使用すること。ただし、これにより難い場合あるいはパンフレ
ット等の冊子を添付する場合は、この限りではない。 

(ｲ) 提出書類の綴（と）じ方 
ａ 綴じる必要のある書類は、左上ホッチキス綴じとする。 
ｂ インデックス貼付、綴じ穴及び簿冊綴じは不要とする。 

(ｳ) 正本書類（１部） 
前記アの(ｱ)から(ｵ)までの書類（各１部）を一括し、Ａ４透明ファイルに入れ

る。この際、書類名一覧を記載した「目次」を１枚目に添付すること。 
(ｴ) 副本書類（１３部） 

前記アの(ｳ)から(ｵ)までの書類（各１部）を一括してＡ４透明ファイルに入れ
たものを、１３部作成する。 

エ 提出先 

11  問合せ先に同じ。 

(2) 応募者の失格等 
次のいずれかに該当する行為があった場合は、無効又は失格とする。 

ア 提出書類等を示された期日までに提出しない場合 
イ 提出書類等が募集要領に記載されている事項を満たさない場合  
ウ 提出書類等に虚偽の記載があった場合 
エ 審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合  
オ 過去（又は現在）、防衛省（防衛省共済組合を含む。）に支払う国有財産使用
料（共済組合の場合は管理手数料等）あるいは光熱水料を滞納したことがある
（している）場合 

カ その他公募手続の透明性・公平性・公正性を阻害する行為又はコンプライア
ンス違反と認められる場合 
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(3) 提出書類の変更禁止 
原則として、提出後の書類の変更（修正、差し替え、削除、追加）は認めない。 

 
７ 選考の方法 
(1) 提出された申請書、企画提案書等に基づき、書類審査等による総合的評価を
実施し、事業者を選考し決定する。 

(2) 選考過程において、必要に応じ、応募事業者によるプレゼンテーションの場を設
定する。ただし、その日程等については、書類審査により選考された事業者に別
途通知する。 

(3) 選考した事業者に辞退あるいは失格等があったときは、次点の者を候補者とす
る場合がある。 

(4) 審査結果及び選考結果については、異議を申し立てることはできない。 
 
８ 選考結果の通知 
(1) 事業者決定日 

令和８年１０月９日（金）予定 
(2) 通知要領 

東立川駐屯地業務隊厚生科所管の掲示板に選考結果を掲示（決定日の午前 
９時００分）するとともに、採用決定事業者に対しては電話及び文書等により通知 

 
９ 事業者決定後の協定締結及び書類提出 
決定通知を受けた事業者は、本事業の開始に当たり、事前に東立川駐屯地業務

隊長と「協定書」を取り交わすとともに、以下のとおり、必要書類を提出すること。 
 (1) 提出書類 
ア 誓約書及び役員名簿（別途配布・指示） 
イ 国有財産（建物・工作物）使用許可申請に係る書類（別途配布・指示）  
ウ 協定書（締結後、記名・押印したもの） 
エ 設置する案内板、看板等の種類等 

事業所外に設置する必要がある場合に提出 
オ その他 
  必要に応じ陸上自衛隊東立川駐屯地業務隊厚生科が指示する書類  

(2) 提出先 
11 問合せ先に同じ。 

(3) 提出期限 
ア 誓約書、役員名簿及び国有財産使用許可申請に係る書類 

令和８年１０月２０日（火）午後４時００分 
イ 上記以外の書類 

別途指示 
 
10 その他 

本募集要領に記載のない事項については、陸上自衛隊東立川駐屯地業務隊厚
生科の指示によるものとする。 

 
11 問合せ先 

陸上自衛隊東立川駐屯地業務隊厚生科厚生班（担当：永井） 
（住  所） 〒１９０－８５８５ 
        東京都立川市栄町一丁目２番地の１０ 
（電話番号） ０４２－５２４－４１３１(代表) 

（内線） ３７３ （ＦＡＸ : ３７９） 
（Ｅ－mail） wlf-htatikawagsvc-ea@inet.gsdf.mod.go.jp （厚生科 永井） 

mailto:wlf-htatikawagsvc-ea@inet.gsdf.mod.go.jp
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※ 窓口・電話対応時間帯 
土・日・祝日を除く、平日の午前９時００分から午後１時００分までの間及び

午後２時００分から午後５時００分までの間 
なお、令和８年８月８日(土)から同年８月１６日(日)までの間は、夏季休暇期間

のため、対応いたしかねますのでご留意ください。 
 



  

8 

   別紙様式第１ 
 

申  請  書 

 
令和  年  月  日 

 
 

陸上自衛隊 

東立川駐屯地業務隊長  殿 
 
 
 

本社（店）所在地 
〒 
 
 
商 号 又 は 名 称          

（ 会 社 名 等 ） 
 

代表者役職・氏名               印 

 
 
 
担当者役職・氏名 
 

電 話 番 号 

ＦＡＸ番号 

Ｅ － m a i l 
 
 

 東京都立川市栄町一丁目６番地の１に所在する防衛省立川宿舎共用棟内におい

て、通所介護事業所を設置し運営することについて希望するので申請します。 

 なお、この申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを

誓約します。 
 
 

【申請を行う業種】 
 

業  種 場  所 

 防衛省立川宿舎附帯施設共用棟 

 
 
 
 
 
 

注： 商号又は名称、代表者及び担当者氏名にフリガナを振り、申請印は  

登録印を使用すること。 

フ リ ガ ナ 

フ リ ガ ナ 

フ リ ガ ナ 
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別紙様式第２ 
 
 

業 務 確 約 書 

 
 

令和  年  月  日 
 
 

陸上自衛隊 

東立川駐屯地業務隊長 殿 
 
 
 
 
 

 「防衛省立川宿舎共用棟内における通所介護事業」の応募に関し、仕様書に

定める事項を適正に履行できることを確約します。 
 
 
 
 

本社（店）所在地 
〒 
 
 
商 号 又 は 名 称          

（ 会 社 名 等 ） 
 

代表者役職・氏名               印 

 
 
 
担当者役職・氏名 
 

電 話 番 号 

ＦＡＸ番号 

Ｅ － m a i l 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注： 商号又は名称、代表者及び担当者氏名にフリガナを振り、押印は  

登録印を使用すること。 

フ リ ガ ナ 

フ リ ガ ナ 

フ リ ガ ナ 
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別紙様式第３ 

 

誓 約 書 

 

□ 私 

□ 当社 

は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、貸付け

（使用許可）を受けた国有財産の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等を行わな

いとともに、暴力団員等による不当介入を受けた場合には、下記３の措置を行うことを

誓約します。また、当方が下記１に該当しないことを確認するため、当方の個人情報

について、国が警察当局へ情報提供することに同意します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

 

 

 記 

 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

 (1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表

者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力

団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

き 

   なお、役員等に変更があった場合は、速やかに別紙様式第４により変更後の役

員名簿を提出します。 
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２ 公序良俗に反する使用等 

暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等である

ことが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、こ

れらの用に供されることを知りながら、貸付物件（使用許可物件）を第三者に転貸し

又は賃借権を譲渡すること。 

 

３ 警察への通報等 

(1) 貸付物件（使用許可物件）を使用するに当たって、暴力団又は暴力団員、社会

運動標ぼうゴロ（※１）、政治活動標ぼうゴロ（※２）、その他暴力団関係者から、不

当要求又は業務妨害を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、速やか

に警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。 

(2) (1)による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにそ

の内容を許可者に報告すること。 

 

※１ 社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を

行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者 

※２ 政治活動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を

行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者 

 

 

防衛省所管 

 国有財産部局長 

 北関東防衛局長 殿 

 

 

令和   年   月   日 

 

所在地 

              〒 

  

              ℡： 

 

会社名等  

 

役職・代表者名             印 
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別紙様式第４ 
 
 
                                      令和  年   月   日 

      役   員   名   簿 

商号又は名称 
 

 
 

所 在 地 
 

 
 

役 職 名 
（フリガナ） 

氏    名 
生年月日 性 別 住     所 
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別紙様式第５ 

営 業 経 歴 書 
    作成日 令和  年  月  日現在 

登記事項証明書記載の本社(本店)及び代表者に関する情報 

商号又は名称  

所 在 地 

〒 

 

 

代 表 者 役 職  氏 名  

本 社 ( 本 店 ) 連 絡 先 

現 住 所 

〒 

 

 

ホームページ  

メールアドレス  

電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

営 業 所 一 覧（主要な３か所のみ記入） 

支店及び営業所名 郵便番号 所 在 地 電話番号(ＦＡＸ番号) 

 
  

 

 

 
  

 

 

 
  

 

 

主 な 営 業 実 績 

年 月 営 業 経 歴 

  

資 本 金 売上高(前年度) 従 業 員 数 営業所・店舗数 主 な 営 業 品 目 

万円 万円 人 か所  

営 業 年 数 

設立年月日 
引継事業開始年月 

法人登記した 
年  月  日 

休業した期間 営業年数 
※ 休業期間は差引 

年  月  日 年  月  日 
自： 

至： 

設 立 時から満    年 

法人登記から満    年 
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別紙様式第６ 
 

企 画 提 案 書 
 
事業者名： 
 

ａ 介護理念、経営方針等 
   「社会福祉法」及び「老人福祉法」に規定する基本的理念や地域福祉への貢献
に対する考え方、並びに福祉サービス提供に当たっての留意事項を記述 
また、その他アピールしたい事項があれば記述 （４００字基準） 
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ｂ 介護サービス等の内容 
   実施する介護サービス等の種別、利用定員、営業日及び営業時間、対象区域
等を記述 （４００字基準） 

 

 



  

16 

 

ｃ 通所介護事業の運営要領 
運営方針及び基本的なサービスの項目・内容を４００字基準で記述。併せて

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１１年厚
生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等事業基準」という。）第１００条、又は「指
定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１８年
厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス事業基準」という。）第２９
条に規定する「運営規程」（案）を添付 
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ｄ 通所介護サービスの受入れ可能な要介護状態区分等 
  受入れ可能な要介護状態区分等及び利用実績を記述 （４００字基準） 
  ※ 「受入れ可能な要介護状態区分等」は、本公募事業施設での予定を記述  
  ※ 「利用実績」は、本事業所と同等規模で、かつ、本事業施設の最も近くで運営

する事業所に係る実績を、事業所名を明示の上記述 
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ｅ 利用者家族への説明、連絡・連携要領及び苦情・相談対応 
「指定居宅サービス等事業基準」及び「指定地域密着型サービス事業基準」に

規定する、人的体制及び設備・運営に係る重要事項等についての利用者家族へ
の説明、利用者家族との連絡・連携要領、苦情・相談があった場合の具体的な対
応要領等を記述 （４００字基準） 
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ｆ 事業所の衛生管理及び介護従事者の安全確保のための措置 
「指定居宅サービス等事業基準」第１０４条及び「指定地域密着型サービス事

業基準」第３３条に規定する衛生管理等、及び介護従事者の安全（心身の健康
管理、労働安全と事故防止等）の確保を具現する措置を記述。ただし、感染症の
予防・対策については次項に記述すること。 （４００字基準） 
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ｇ 事業所等における感染症の予防及び処置・対策 
事業所施設及び介護従事者並びに利用者及びその家族等に係る感染症に対

する予防措置及び感染症発生時における処置・対策を記述 
また、「指定居宅サービス等事業基準」第１０４条第２項及び「指定地域密着型

サービス事業基準」第３３条第２項に規定する措置すべき事項の具体的な実施内
容を記述 （字数制限なし。） 
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ｈ 勤務体制の確保 
「指定居宅サービス等事業基準」第１０１条及び「指定地域密着型サービス事業

基準」第３０条に規定する「勤務体制の確保等」を具現する措置を記述 （４００字
基準） 
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ｉ 事業所の安全管理及び非常災害対策 
事業所における事故防止策について記述するとともに、「指定居宅サービス等

事業基準」第１０３条、及び「指定地域密着型サービス事業基準」第３２条に規定
する「非常災害に関する具体的計画」の策定、その内容の周知教育及び避難訓
練等の実施について記述 （４００字基準） 
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ｊ 地域との連携 
   「指定居宅サービス等事業基準」第１０４条の２第１項及び「指定地域密着型サ
ービス事業基準」第３４条第３項に規定する地域との連携等を具現する措置を記
述。 また、「運営推進会議」をはじめ、地域活動への参加、地域との交流行事、
地域住民も参加した防災・避難訓練等に係る実施計画の骨子（予定する活動の
内容とその狙い及び年間の実施回数等）を記述 （４００字基準） 
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【参考資料】 

通所介護事業所の設置及び運営に関する協定書（案） 
 
 
陸上自衛隊東立川駐屯地業務隊（以下「甲」という。）と株式会社●●●●●代表

取締役〇〇〇〇（以下「乙」という。）は、防衛省立川宿舎附帯施設共用棟における
通所介護事業に関して、本公募における「仕様書」の内容を遵守するほか、細部事項
について下記のとおり協定を締結する。 
 
                                   記  
 
１ 応募書類の内容の遵守 
乙は、自ら提出した企画提案書などの応募書類に基づき事業を適正に履行するも

のとし、応募書類の内容について変更の必要が生じた場合は、速やかに甲に届け出
た上、同意を得なければならない。 

 
２ 設置条件 
(1) 設置根拠及び形態 

「国有財産法」(昭和２３年法律第７３号)第１８条第６項に基づく行政財産の使
用許可による通所介護事業所の設置及び運営 

(2) 設置場所の所在地・名称 
ア 所在地 東京都立川市栄町１－６－１ 
イ 名  称 防衛省立川宿舎附帯施設共用棟 

         （共用棟の一部を施設として使用） 
(3) 設置業種 

通所介護事業（主に地域密着型通所介護） 
※ その他の指定地域密着型サービス事業、訪問介護等の指定居宅サービス
事業及び介護予防・日常生活支援総合事業を併せて運営することも可能。 
ただし、この場合は、甲の事前同意を必要とする。 

(4) 設置期間（国有財産使用許可期間） 
令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの間 
※ 甲及び防衛省所管国有財産部局長（北関東防衛局長）が必要と判断する
場合は、設置期間を令和１９年３月３１日まで更新することができる。 

 (5) 使用料 
防衛省所管国有財産部局の算定による。 
※ 使用料は、毎年度改定され、乙に対して改定額が通知される。 

 
３ 事業運営上の通知・届出義務 
乙は、次に掲げる場合には、甲に対して速やかに通知又は届出を行わなければな

らない。 
 (1) 「仕様書」、乙が甲に提出した「企画提案書」及び「誓約書」の内容に違反する
行為や事実の存在が明らかになった場合、あるいはその蓋然性が高い場合 

(2) 通所介護事業者としての資格を喪失した場合、あるいは本事業者が指定取消
処分を受けた場合 

(3) 法人としての財政状況、損益状況、資金状況等が悪化し、本事業の継続が著し
く困難となった場合、あるいは本事業からの撤退が予測される場合 

(4) 乙の従事者の故意又は過失により、施設利用者又はサービス利用者等に対し、
重大な被害や損害を発生させ、かつ、当該事象に関し報道の可能性がある場合 

(5) 本事業所に対する放火被害、事業所内における失火による焼損など施設火災
につながりかねない事故の発生、あるいは現に火災を発生させた場合 

(6) 乙の従事者及び施設利用者のうち複数の者が、ほぼ同時期に「感染症の予防
及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成１０年法律第１１４号）に規
定する感染症又は食中毒の疑いのある症状を呈する等、集団感染又は集団発生
の可能性がある場合 

(7) 「誓約書」の第３項の措置をとった場合 
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４ 書類の提出 
(1) 乙は、会計年度における本事業に関する収支計算書を翌年度５月末日までに、
甲（担当職員）に提出すること。 

(2) 指定・指定更新・指定決定通知書 
乙は、都道府県知事・市町村長が発行する事業所・事業者及びサービス種別

に係る指定・指定更新・指定決定通知書について、更新、新たな指定・決定等が
なされたときは、甲に対して当該通知書の写しを速やかに提出すること。 
また、既に甲に提出した指定・指定更新・指定決定通知書が、指定取消あるい

は不決定等により効力を失ったときは、直ちに甲に対して文書をもって通知するこ
と。 

 
５ 協定期間等 
(1) 本協定は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までを対象とする。ただし、
「仕様書」に示す事業期間が更新された場合は、本協定書についても当該更新期
間を新たな協定期間として更新することができる。 

(2) 本協定書に記載のない事項については、必要の都度、甲及び乙の間で協議の
上、決定するものとする。 

 
 
 
本協定書の成立を証するため、本書２通を作成し、当事者双方が記名・押印の上、

各１通を所持するものとする。 
 
 
 
   令和 ９年 ４月 １日 
 
 

甲：東京都立川市栄町一丁目２番１０号 

陸上自衛隊 

東立川駐屯地業務隊長 

                               □等陸佐     □ □  □ □   印 

 
 

乙：本社(店)所在地 

商号又は名称 

代表者役職・氏名                     印 


